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■京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部が
改正されました ～太秦安井山ノ内地区 A地区～

1 改正の内容

（1）壁面の位置の制限の変更
御池通、葛野大路通若しくは河川の境界線又は隣地境界線までの距離の最低限度

変更前：御池通及び葛野大路通の境界線にあっては10ｍ、河川の境界線にあっては1ｍ、隣地境界線に
あっては2ｍ。ただし，休憩所その他これに類する建築物で，地階を除く階数が１のものについては，この
限りでない。
変更後：10ｍ（隣地境界線（御池通の南側端線から110ｍ外側の線以北の区間に限る。）にあっては，2ｍ
）。ただし，休憩所その他これに類する建築物で，地階を除く階数が１のものについては，この限りでない。

（2）高さの最高限度の追加

変更前：規制無し
変更後： ①葛野大路通の西側端線から20ｍ外側の線と御池通南側端から110ｍ外側の線との交点を起
点とし、順次同線、葛野大路通の西側端から145ｍ外側の線、西高瀬川の北側端線から10ｍ外側の線及
び葛野大路通の西側端線から20ｍ外側の線を経て起点に至る線で囲まれた区域・・・31ｍ
②前号の区域以外・・・ 20ｍ

2 施行期日

平成30年6月11日

詳細は下記ホームページよりご確認ください
http://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000154921.html

■米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部が
改正されました

1 改正の内容

（1）「高溝六味古地区」及び「中多良西地区」の追加
（2）「顔戸西川地区」「顔戸琵琶田地区」の内容一部改正。

（建築基準法及び同法施行令に表現を合わせるものであり、制限の内容に変更はありません）

2 施行期日

平成30年6月26日

詳細は下記ホームページよりご確認ください
http://www.city.maibara.lg.jp/sangyo/kaihatsu/chiku_keikaku/7897.html
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京都府、京都市、滋賀県からのお知らせ
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建築基準法改正情報 
 

平成 30 年 6 月 27 日に「建築基準法の一部を改正する法律」が公布されました 

 
【スケジュール】 

 
 
 

施⾏⽇（公布⽇から 

3 ヶ⽉以内） 

施⾏⽇（公布⽇から 

1 年以内） 

公布 
H30.6.27 
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【改正概要】 
（1）法第 6 条第 1 項第⼀号の改正           公布後 1 年以内施⾏ 
 

・法第 6 条第 1 項第⼀号中「100 ㎡」を「200 ㎡」に改める。（法第 6 条第 1 項第⼀号） 
既存建築ストックの有効活⽤を促進するため、⽤途変更の建築確認を要しない範囲を拡⼤ 

[確認申請が必要な建築物] 
区域 ⽤途・構造 規模 ⼯事種別 

都市計画区域内外 

を問わず全域 

①
特
殊
建
築
物 

（1）劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会
堂、集会場 

その⽤途に供する部分の

床⾯積の合計 

＞200 ㎡ 

・新築 

・増築 

・改築 

・移転 

・⼤規模の修繕
・⼤規模の模様

替え 
・特殊建築物へ

の⽤途変更

（2）病院、診療所（患者の収容施設のある
もの）、ホテル、旅館、下宿、共同住宅、
寄宿舎、児童福祉施設等 

（3）学校、体育館、博物館、美術館、図書
館、ボーリング場、スキー場、スケート場、
⽔泳場、スポーツの練習場 

（4）百貨店、マーケット、展⽰場、キャバレー、
カフェー、ナイトクラブ、バー、ダンスホール、
遊技場、公衆浴場、待合、料理店、
飲⾷店、物品販売業を営む店舗（床⾯
積が 10 ㎡以内のものを除く。） 

（5）倉庫 
（6）⾃動⾞⾞庫、⾃動⾞修理⼯場、映画ス

タジオ、テレビスタジオ 

②⽊造 

次のいずれかに該当 
・階数≧3 
・延べ⾯積＞500 ㎡ 
・⾼さ＞13ｍ 
・軒⾼＞9ｍ 

③⽊造以外 
・ 階 数 ≧ 2  ま た は 

延べ⾯積＞200 ㎡ 

都市計画区域、準都市

計画区域、準景観地区

または知事の指定区域 

④ ①〜③を除くすべての建築物 

・新築 
・増築 
・改築 
・移転 
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（3）建蔽率規制の合理化                       公布後 1 年以内施⾏ 
（1）延焼防⽌性能を有する建築物に関する建蔽率規制の合理化 

・ 建蔽率に 10％を加えることができる建築物として、防⽕地域(建蔽率 80％を除く)内にある耐
⽕建築物と同等以上の延焼防⽌性能を有する建築物⼜は準防⽕地域内にある耐⽕建築物、
準耐⽕建築物等が追加される。（法第 53 条第 3 項第⼀号イ及びロ） 

・ 建蔽率を適⽤しない建築物として、防⽕地域(建蔽率 80％)内にある耐⽕建築物と同等以上
の延焼防⽌性能を有する建築物が追加される。（法第 53 条第 6 項第⼀号） 

（2）前⾯道路の境界線から後退して壁⾯線の指定等がある場合の建蔽率規制の合理化 
・ 道路境界から後退して壁⾯線の指定等がある場合、特定⾏政庁の許可により建蔽率緩和を

受けることができる。（法第 53 条第 5 項） 
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（5）防⽕地域等内の建築物に関する規制の合理化  公布後 1 年以内施⾏

法第 61 条（防⽕地域及び準防⽕地域内の建築物）、第 67 条（特定防災街区整備地区） 
（1）防⽕地域及び準防⽕地域内の建築物に関する規制の合理化 

防⽕地域及び準防⽕地域内にある建築物は、延焼のおそれのある部分を防⽕設備等とし、延
焼防⽌性能について政令(*)で定める技術的基準に適合することが求められる。対象となる建
築物（⾨・塀含む）には、⼀律に耐⽕構造などの性能を要求するのではなく、所定の延焼防⽌
性能の確保が要求される。（法第 61 条） 

（2）特定防災街区整備地区内の建築物に関する規制の合理化 
特定防災街区整備地区内に建築できる建築物として、耐⽕建築物や準耐⽕建築物と同等以
上の延焼防⽌性能を有する建築物が追加される。（法第 67 条第 1 項） 
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7）仮設建築物及び⽤途変更に関する規定の整備 
公布後 3 ヶ⽉以内施⾏と 1 年以内施⾏の両⽅あり

 法第 85 条第 6 項及び第 7 項、第 87 条の 2（新設）、第 87 条の 3（新設） 
（1）仮設興⾏場等の仮設建築物の設置期間の特例 

特定⾏政庁は、国際的規模の協議会等に供する等の理由により、１年を超えて使⽤する特別
の必要がある仮設興⾏場等について、建築を許可することができる。（法第 85 条第 6 項及び
第 7 項）                                   公布後３ヶ⽉以内施⾏ 

（2）２以上の⼯事に分けて⽤途変更に伴う⼯事を⾏う場合の制限緩和 
既存不適格建築物を２以上の⼯事に分けて⽤途変更を伴う⼯事を⾏う際の全体計画認定
制度が定められる。（第 87 条の 2）                   公布後 1 年以内施⾏ 

（3）⽤途変更により⼀時的に他⽤途の建築物として使⽤する場合の制限緩和 
建築物の⽤途を変更して⼀時的に他の⽤途として使⽤する場合、仮設建築物と同様の法適
⽤除外が認められる。（第 87 条の 3）                  公布後 1 年以内施⾏ 

 

（8）接道規制に関する規定の整備            公布後 3 ヶ⽉以内施⾏

法第 43 条（敷地等と道路との関係） 
（1）接道規制の適⽤除外に係る⼿続きの合理化 

その敷地が幅員４ｍ以上の道（第 43 条第１項に規定する道路に該当するものを除き、避難
及び通⾏の安全上必要な⼀定の基準に適合するものに限る。）に２ｍ以上接する建築物のう
ち、利⽤者が少数であり、その⽤途及び規模に関し⼀定の基準に適合するもので、特定⾏政庁
が認めるものについては、建築審査会の同意を要しない。（法第 43 条第２項第⼀号） 

（2）接道規制を条例で付加できる建築物の対象の拡⼤ 
地⽅公共団体は、その敷地が袋路状道路にのみ接する建築物で、延べ⾯積が150㎡を超える
もの（⼀⼾建ての住宅を除く。）について、その⽤途、規模⼜は位置の特殊性により、避難⼜
は通⾏が困難であると認めるときは、条例で、その敷地⼜は建築物と道路との関係に関して必要
な制限を付加できる。（法第43条第３項第五号） 
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（10）⽤途規制の適⽤除外に係る⼿続の合理化    公布後 1 年以内施⾏ 
 法第 48 条（⽤途地域等） 
・ ⽇常⽣活に必要な建築物で、騒⾳⼜は振動の発⽣等による住居の環境の悪化を防⽌するために必

要な措置が講じられているものの建築について第48条第1項から第7項までの規定のただし書の規定
による許可をする場合は、建築審査会の同意を要しない。（法第48条第16項第⼆号） 

 

（11）建築物の維持保全に関する規定の整備     公布後 1 年以内施⾏ 
法第 8 条第 2 項（維持保全） 

・ ⼤規模倉庫等を想定して維持保全計画の作成等が求められる建築物の範囲を拡⼤。 
・  既存不適格建築物の所有者等に対する特定⾏政庁による指導・助⾔の創設。 
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建築物省エネ法（省エネ適判）に関するお知らせ

省エネ適判に関するよくある質問

Ｑ４－1 確認申請書四⾯の⽤途は⼯場のみですが、⼯場の⼀⾓に事務所があり、
⼯場モデルと事務所モデルを適⽤して計算が実施されました。
料⾦はどのようになりますか。

Ａ４－1 業務規程上は確認申請書四⾯の記載⽤途で料⾦種別を判断することと
しています。従って、確認申請書四⾯の⽤途が⼯場のみであれば、
事務所モデルを適⽤していたとしても料⾦種別はＣ種を選択すること
となります。他の⽤途についても考え⽅は同様です。
なお、四⾯が⼯場と事務所の場合はＢ種となります。

Ｑ４－2 ⼯場モデルのみを適⽤した結果、計算対象部分がない場合、料⾦は
どのようになりますか。

Ａ４－2 ⼯場の場合にこのようなケースが起こることが多いですが、⼯場モデ
ルに限らず、モデル建物法で評価対象室がない場合で、適合性判定の
⼿続きのみが必要となる場合は、料⾦は30,000円（税別）となります。
この時、計画書五⾯については、下記の通り記載するようにしてくだ
さい。

モデル建物法を選択

ＢＥＩは算出できないので―を記載

備考欄に計算対象部分がないことをメモ
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評価部からのお知らせ

長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく認定等の審査・受取窓口等が変更されて
いますのでお知らせします。（対象：京都市、宇治市を除く府内の市町村）

長期優良住宅の認定申請書 窓口の変更について
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各種ニュースは日本ERI株式会社のホームページで更新されています。
http://www.j-eri.co.jp/

＠ERI倶楽部についてもぜひご登録をお願いいたします。
ご登録は http://www.j-eri.co.jp/ericlub/ericlub_top.html より
ご登録いただきますと本社よりメールマガジンの配信等をさせていただきます。

【編集関係】内容に対するご意見やお問い合わせ、ニュースの投稿など
E-mail： kyoto@j-eri.jp 宛にご連絡ください。

◆京都支店へお車でご来社の方は京都市営御池地下駐車場をご利用ください。
「一時間の無料駐車券」を差し上げます。

案内地図はこちらから http://www.j-eri.co.jp/ の支店からのお知らせより
京都支店からのお知らせのページをご覧下さい。

■┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓┏┓□

編集・発行：日本ERI株式会社 京都支店

〒604-0847 京都市中京区烏丸通押小路上る秋野々町535番地 日土地京都ビル 2階

ＴＥＬ 075-257-4663 ＦＡＸ 075-211-1106 E-mail : kyoto@j-eri.jp

□┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛┗┛■

10

支店からのお知らせ
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